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〇大阪府中央会「中小企業労働事情実態調査」（令和7年7月1日時点）

〇直近３年間は、毎年８割近くの事業者が「引き上げた」もしくは「引き上げる予定」と回答。
〇直近５年間は、賃金決定要素として「業績に応じた賃上げ」は減少傾向であり、「労働力の確保・定着」

 や「賃上げムード」、「物価の動向」といった事情で賃上げが増加している。

１

１．中小企業の賃上げ状況

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

引き上げた＋引き上げる予定 ５８．１ ６８．８ ７８．９ ７９．９ ７６．９

引き上げた ５１．５ ５９．４ ６７．５ ６９．０ ６５．４

ほぼ8割が賃上げ

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

企業の業績 ６３．０ ６１．５ ５８．４ ５９．１ ５７．７

世間相場 １８．８ ２５．８ ３２．８ ４０．９ ４４．３

賃上げムード ０．６ ６．１ １５．６ ２６．０ ２１．１

物価の動向 ５．５ ２３．０ ４９．６ ４９．８ ５０．０

労働力の確保・定着 ５１．４ ５４．９ ５５．２ ５９．１ ６１．３
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〇大阪府中央会「中小企業労働事情実態調査」（令和7年7月1日時点）

〇「価格引上げ（転嫁）を実現した」割合は５０.９%となっているが、従業員規模が小さい事業者はそれよ
 りも低い傾向がある。また、印刷・同関連が６６.７%であるのに対し、運輸業では２０％にとどまる等、
業種別でも大きな差がある。

２

２．中小企業の価格転嫁状況
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〇大阪府中央会「中小企業労働事情実態調査」（令和7年7月1日時点）

〇上昇したコストに対する転嫁率は「３０%未満」の事業所が約７割（６９.５%）と十分でない状況が伺える。
〇「原材料費分」を価格転嫁した事業所が最も多く、「人件費分」、「利益確保分」についての転嫁率は
   １０％未満の事業者が半数を超えるなど、価格転嫁はほとんど行われていない。

３

３．中小企業の価格転嫁状況
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Osaka Federation of Small Business Association

〇中小企業庁「価格交渉促進月間フォローアップ調査結果」（令和7年9月）

〇直近６か月間で「一部でも価格転嫁できた」割合は４９.１%で、全体の６１.６%と比較して１２.５
 ポイント低く、コスト全般の転嫁率も５２.１%と全体の５３.５%と比較して低くなっている。

４

４．官公需における価格転嫁状況

官公需

全体


	スライド 1:   大阪府中小企業団体中央会 会長　野村　泰弘　提出資料
	スライド 2:  〇大阪府中央会「中小企業労働事情実態調査」（令和7年7月1日時点） 
	スライド 3:  〇大阪府中央会「中小企業労働事情実態調査」（令和7年7月1日時点） 
	スライド 4:  〇大阪府中央会「中小企業労働事情実態調査」（令和7年7月1日時点） 
	スライド 5:  〇中小企業庁「価格交渉促進月間フォローアップ調査結果」（令和7年9月） 

